
































































平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
小学校 33,124件 117,384件 118,748件 122,734件
中学校 30,749件 63,634件 55,248件 52,971件
高　校 6,020件 16,274件 11,039件 11,404件
特別支援 338件 817件 768件 963件





















































　　　 3年生 8,200（ 9,200）
高校　 1年生 5,704（ 5,622）　2年生 3,615（ 3,502）


















































学校総数 認知校数 比率 認知件数
1校あたりの
認知件数
小学校 20,852 11,537 55.3 122,734 5.9
中学校 10,608 7,162 67.5 52,971 5.0
高　校 5,730 2,686 46.9 11,404 2.0
特別支援 1,095 258 23.6 963 0.9
計 38,285 21,643 56.5 188,072 4.9
これからの教育評価の在り方
8（145）
初期段階のものも含めて積極的に認知し、その解消に向けた取組のスタートライン
に立っている」と極めて肯定的に評価している。
（2）各教育委員会等は、学校や教職員の評価において、「積極的にいじめを認知し、
適切に対応すること」を肯定的に評価する必要があるとしている。
文部科学省が、全国で起きているいじめの実態を少しでも正確に把握するために、
いじめの認知件数の多い学校を批判的な目で見るのではなくて、むしろ積極的に肯
定しようと考えているところが注目されるのではないだろうか。国が本気でいじめ
問題に取り組もうとしている証でもあり、こういう姿勢が、やがて社会全体におけ
るいじめ根絶の風潮へとつながっていくことをぜひ期待したいものである。
4　学校現場の取り組み
平成25年6月に「いじめ防止対策推進法」が成立したことを受けて、各校では、
管理職のみならず、主幹教諭、生徒指導担当教諭、学年主任、養護教諭、学級担任、
部活動顧問、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの教職員を
中心として、場合によっては弁護士、医師、警察官経験者などから成る「いじめ対
策組織」が作られ、そして、「いじめの防止等のための対策に関する基本的な方針」
が策定されて公表された筈である。
表3、表4は平成26年度調査のものだが、いじめの発見は、アンケート調査など
学校の取り組みにより発見されるケースが最も高く50.9％、次が本人からの訴えで
17.3％、3番目が学級担任による発見で12.1％、4番目が当該生徒（本人）の保護者
からの訴えで11.2％の順である。現在では、ほとんどの学校で文部科学省から送ら
れて来るアンケート用紙に基づいて、いじめアンケート調査を実施しているのでは
ないかと思われる。
また、表5に見られるように、いじめられた生徒が相談する相手は、学級担任に
相談することが73.6％と最も高い数字であることも注目される。
いずれにしても、いじめ対策は、まず学校での対策が最も重要であることが、こ
うした調査からも裏付けられたことになるのである。
前述した文部科学省からのアンケートには、校内でのいじめに関するあらゆるこ
とが記載できるようになっている。いじめをしたりされたり、見たり聞いたりした
ことがあるかどうかという点を中心に、どんな些細ないじめでも拾い上げることが
できるように工夫されている。
アンケート結果はすぐに担任が集計し、生徒指導部や学年主任、いじめ対策組織
や管理職へと報告される。そして、記載があった場合には、どんな些細な記述で
あっても必ず記載した生徒や関係する生徒を呼んで事情調書が行われ、その内容は
職員会議を開いて全職員に結果が知らされて、情報を共有することが行われる筈で
ある。
また、事情聴取の結果、いじめと認定された場合は、生徒指導部が指導の原案を
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作成して再び職員会議が開かれ、加害者に対する指導と、被害者に対する今後のケ
アをどのようにしていくことが望ましいかということを全職員で協議して、決定さ
れていくのが多くの学校のやり方ではないかと思われる。
5　いじめの重大事態への対応
いじめ防止対策推進法第28条第1項には、いじめの「重大事態」に関する規定が
書かれている。「重大事態」とは次の二つのことである。
表3　いじめの発見Ⅰ
・（平成26年度調査）
・いじめの発見のきっかけ（その1）
1．学校の教職員等が発見　66.0％
　①学級担任が発見　12.1％
　②学級担任以外の教職員が発見　2.3％
　③養護教諭が発見　0.4％
　④スクールカウンセラー等外部者が発見　0.3％
　⑤アンケート調査など学校の取り組みにより発見　50.9％
表4　いじめの発見Ⅱ
・いじめの発見のきっかけ（その2）
2．学校の教職員以外からの情報により発見　34.0％
　①本人からの訴え　17.3％
　②当該児童生徒（本人）の保護者からの訴え　11.2％
　③児童生徒（本人を除く）からの情報　3.3％
　④保護者（本人の保護者を除く）からの情報　1.8％
　⑤地域住民からの情報　0.1％
　⑥学校以外の関係機関（相談機関等）からの情報　0.2％
　⑦その他（匿名の投書など）　0.1％
表5　相談者
・いじめられた児童生徒の相談の状況
　①学級担任に相談　73.6％
　②学級担任以外の教職員に相談　9.8％
　③養護教諭に相談　4.2％
　④スクールカウンセラー等に相談　3.1％
　⑤学校以外の相談機関に相談　0.9％
　⑥保護者や家族等に相談　27.2％
　⑦友人に相談　9.1％
　⑧その他（地域の人など）　0.8％
　⑨誰にも相談しない　7.9％
これからの教育評価の在り方
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一 　いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害
が生じた疑いがあると認めるとき。
二 　いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当期間学校を欠席することを余
儀なくされている疑いがあると認めるとき。
上記二つの規定の内で、特に二の「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相
当期間学校を欠席する」に該当するかどうかを判断するのが、現場としては一番難
しいところであろう。冒頭に示した東京学芸大学附属高校の事案も、結果的にはこ
こに抵触したのである。平成28年3月に文部科学省より出された「不登校重大事態
に係る調査の指針」によれば、「不登校重大事態に該当するか否かの判断」は、「学
校の設置者又は学校」であり、欠席期間の目安は年間30日であるという。そして、
30日に到達する前から設置者に報告・相談し、よく協議することが必要であると
している。
不登校重大事態が発生した場合は、①国立大学法人の附属学校は学長を経由して
文部科学大臣へ　②公立学校は教育委員会を経由して当該地方公共団体の長へ　③
私立学校は当該学校の設置者を経由して都道府県知事へ報告することが義務づけら
れている。
常日頃より、学校内はもちろんのこと、学校と学校の設置者との関係や連携が密
になされているかということが、極めて重要なものになって来るのである。
6　まとめ
いじめ防止対策に関しては、平成18年に、文部科学省と国立教育政策研究所生
徒指導研究センターとの共著で出された「いじめ問題に関する取組事例集」を始め、
各都道府県の教育委員会からもたくさん優れた実践報告がなされている。学校にお
いていじめを未然に防ぐために、弁護士やソーシャルワーカー等の講演会を開催す
るなどして、様々な角度からいじめの問題点を生徒に考えさせたり、全校集会や学
年集会を通して、事ある毎に、いじめが絶対にいけないものであることを訴え、ク
ラスで話し合いを持つことなどをして、問題意識を高める取り組みをするなど、あ
の手この手を使って防止対策を実践している学校がほとんどであろう。
そうした地道な活動を繰り返していくのはもちろんのこと、生徒と生徒、生徒と
教師、教師と保護者、教師と管理職、学校と学校設置者などの信頼関係を築き上げ
ていくために、常日頃の努力がいかに大切かということではないかと思う。
そして、喫煙問題でもみられたように、社会全体でいじめの問題に対して厳しい
目や姿勢で取り組み、学校以外の社会のあらゆる場所においても、いじめを絶対に
許さないという風潮を確立していくことが大切なのではないかと思う。
参考資料
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